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以下、本文別紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式７別紙  

 

論文内容の要旨及び論文審査の結果の要旨 

 

 

論文題目： 近代日本の地方政治と民力休養論 

 

 学位申請者 久野 洋 

 

 論文審査担当者 

  主査 大阪大学教授 飯塚 一幸 

  副査 大阪大学教授 村田 路人 

  副査 大阪大学准教授 野村 玄 

 

【論文内容の要旨】 

 本論文は、「開発・積極主義」とは異なる政党の党勢拡張路線として「消極主義・民力休養論」を対置し、進歩

党・憲政本党の最高幹部犬養毅の地盤である岡山県を事例に、その内実を明らかにしようとしたものである。全

体は、本論文の課題と方法を提示した序章、第一章「明治中期における進歩党勢力の地域的基盤」、第二章「日露

戦前における岡山市の政治状況」、第三章「地域政党鶴鳴会の成立」、第四章「立憲国民党の成立」、補章「在郷町

伊丹の近代化過程」、第五章「明治末～大正前期における犬養毅の選挙地盤」、終章から構成されており、分量は

400 字換算で 541 枚及び図表 31枚に達する。 

 第一章は 1890 年代を対象とし、①犬養派が、在来産業である藺筵業と結びついて紡績業が発展した岡山県南部

の実態を踏まえ、「農工並進・漸進主義」という政策を有していたこと、②「農工並進・漸進主義」が松方正義の

政策論と親和的で、松隈内閣成立の誘引となったこと、③児島湾開墾問題で「生活の保護」を掲げて干拓に反対

した結果、犬養派は岡山県南部に強固な地盤を形成していくことを明らかにした。 

 岡山市での上水道敷設問題を扱った第二章では、①第六高等学校設置と伝染病の流行により、当初は市内有力

者が一致して運動し、三府五港以外で初めて上水道敷設への国庫補助を獲得すること、②日清戦後恐慌を機に、

犬養派が民力休養論に基づき上水道敷設延期派に与することで、政友会と結んだ旧岡山藩士族層による市政を覆

し、岡山市でも主導権を掌握することを解明した。 

 第三章では岡山県の地域政党鶴鳴会の成立過程を論じ、①県会を握った犬養派＝憲政本党が、1900 年前後に「開

発・積極主義」に転じると、同党内に批判派が形成され少壮県議が加わること、②日露戦争直後の宇野湾築港反

対運動により民力休養論が広まると、坂本金弥を中心に地域政党鶴鳴会が結成され、犬養派古参県議も同会にな

だれ込むこと、③1900 年代の民力休養論は地方財政における戸数割負担の増大を問題とすることで、初期社会主

義者をも含む多様な政治運動を巻き込んでいくことを指摘した。 

 第四章では、鶴鳴会が立憲国民党岡山県支部へと発展的に解消していく過程を検討した。その結果、①犬養毅

が 1908 年春頃から「経済的軍備論」を提唱し、憲政本党が増税反対論を採用したために、犬養と坂本金弥が提携



する可能性が広がったこと、②犬養を中心とする憲政本党非改革派と坂本を中心とする又新会硬派とが、非政友

新党結成を主導し、立憲国民党の結成に至ったこと、③岡山県犬養派の基盤である同業組合が中心となって廃減

税運動が展開され、犬養派が影響力を回復したこと、④日露戦後の廃減税運動は、大都市部だけでなく経済的先

進地域の農存部にも広がりを有していたことを明らかにした。 

 大正政変前後の岡山県の政治状況について分析した第五章では、①当該期の岡山県で展開した廃減税運動など

は、名望家秩序に依拠した同業組合が担い手であったこと、②同業組合は犬養派が握っており、依然として犬養

を首領とする立憲国民党の支持基盤は盤石であること、③第一次憲政擁護運動を通して岡山県が民権・民党発祥

の地として自覚化され、少数派ながらも民党主義を固守する立憲国民党を擁護し、犬養を「憲政の神様」とする

意識が創出されていくことが論じられている。 

 終章では、本論文の成果をまとめた上で、第一次世界大戦以降の民力休養論について展望している。 

 

【論文審査の結果の要旨】 

 明治中期から大正前期にかけての地方政治については、与党的地位を占めた自由党・政友会系勢力を対象とし

て、政党が増税を受け入れる見返りに公共事業などの地方利益を散布して支持基盤を構築していくという、「開

発・積極主義」の内実を明らかにする研究が主であった。これに対し、進歩党・憲政本党・立憲国民党系の事例

研究は、数が少ないだけでなく、党内非主流派の政治家を中心に進められ、同党が後進・「裏日本」地域へと基盤

を移して少数勢力化、野党化していくとのイメージを作り出してきた。本論文は、藺筵業などの在来産業と結び

ついて発展した紡績業を抱え、農業生産力も高い経済的先進地岡山県に確固たる地盤を築いた、同党の最高幹部

犬養毅の事例を対置することで、先行研究で提示されてきた枠組みを克服しようとした意欲作である。 

 本論文は、初期議会期から大正政変までを継続的に追うことで、地租問題が最大の争点であった 1890 年代にお

いて、開発に伴う「生活の保護」問題も政党の消長を左右したこと、1900 年代には開発主義の浸透によって地方

財政が膨張し、戸数割負担の軽減が焦点となること、日露戦後になると日露戦時の非常特別税の廃減税問題が政

界の主要な争点に浮上し、軍拡批判も公然化するなど、「消極主義・民力休養論」の具体相を示すことに成功して

いる。特に、これまで大都市部で展開したと見なされてきた日露戦後の軍拡批判や廃減税運動について、岡山県

のような経済的先進地域の農村部にも支えられていたことを明らかにした成果は特筆すべきである。岡山県の場

合、こうした政治運動は立憲国民党へと向かったが、この流れから立憲同志会の地域的基盤を位置付け、政友会

と対比して検討すれば、新たな境地が開ける可能性がある。また、憲政本党内の非改革派と改革派との激しい確

執が、結局立憲国民党の結党へと至る過程において、犬養毅と又新会硬派の中心人物坂本金弥との提携が持った

決定的重要性を論証した点など、中央政治史に新たな事実を付け加えた部分もあり、貴重である。 

 ただし、分析の対象を県政の次元に限定したために、政党や民力休養論に基づく政治運動を地域社会の末端で

支え、本論文で犬養派の担い手と位置付けた同業組合の事例分析がなく、村長・村会議員クラスの地方名望家の

検討も手薄である。総じて地域社会の内部に十分踏み込めていない点が、本論文の説得力を弱めていることは否

めない。とはいえ、本論文が近代日本の地方政治史研究の水準を大きく引き上げた意義は動かない。 

 よって、本論文を博士（文学）の学位にふさわしいものと認定する。 


